
【参加費無料】会場・Web同時開催

令和5年度 厚⽣労働省「⽪膚障害等防⽌⽤保護具の適切な選択に係る普及・啓発事業」

⼤阪会場

労働安全衛⽣規則等の⼀部を改正する省令（令和４年厚⽣労働省令第91号）等により、令和6年4⽉1
⽇以降、⽪膚等障害化学物質等に対して、化学防護⼿袋等の保護具着⽤が義務化されます。
（参考︓「労働安全衛⽣規則等の⼀部を改正する省令等の施⾏について（基発0531第9号）」
https://www.mhlw.go.jp/content/11303000/000945516.pdf）

本意⾒交換会では、保護具の使⽤による⽪膚等障害化学物質等への直接接触の防⽌について解説したうえ
で、規制対応上重要となる⽪膚等障害化学物質の判断や保護具の選択について意⾒交換を⾏います。職場
での化学物質の取り扱いに関⼼を持つ皆様⽅のご参加をお待ち申し上げます。

※プログラムは変更となる可能性があります。最新の詳細情報については、裏⾯の「お申込み⽅法等」欄のお申
込み⽤ページをご確認ください。

プログラム（予定）

開催の概要
⽇時 令和5年7⽉3⽇（⽉）14:00〜17:00

（13︓30開場、事前申込制）
会場 TKPガーデンシティ新⼤阪6階(バンケット6A）

⼤阪市淀川区宮原4-1-4 KDX新⼤阪ビル
※裏⾯の会場地図をご覧ください。
対⾯式の会場セミナーに加え、Web(Zoom)でも同時配信

定員 会場100名、Web(Zoom)300名

⽪膚等障害化学物質への有効な保護具の選択等
に関するリスクコミュニケーション（意⾒交換会）

第1部 基調講演
（１）⽪膚等障害化学物質等の接触の防⽌について (仮題)

講師︓厚⽣労働省担当官
（２）⽪膚等障害化学物質の選定のための検討会での検討結果報告 (仮題)

講師︓独⽴⾏政法⼈労働者健康安全機構 労働安全衛⽣総合研究所 豊岡 達⼠
第2部 パネルディスカッション

テーマ︓⽪膚等障害化学物質への今後の対応
[コーディネーター] 宮内 博幸︓産業医科⼤学 産業保健学部 作業環境計測制御学講座 教授
[パネリスト]
朝⽐奈 智︓アトム株式会社 営業本部 営業推進室 室⻑
岩澤 聡⼦︓防衛医科⼤学校医学教育部医学科衛⽣学公衆衛⽣学 講師
豊岡 達⼠︓独⽴⾏政法⼈労働者健康安全機構 労働安全衛⽣総合研究所 化学物質情報管理

研究センター 有害性評価研究部 上席研究員
野⼝ 真︓株式会社重松製作所 常務取締役 研究部⻑兼シックスシグマ推進本部⻑
最川 隆由︓⼀般社団法⼈ 全国建設業協会 労働委員会 労働問題専⾨委員

⻄松建設株式会社 安全環境本部 安全部 担当部⻑
⼭⼝ 修︓⽇本化学⼯業協会 環境安全部 部⻑
厚⽣労働省担当官



お申込み⽅法等

お申込み・詳細は、下記URLから
https://mhrt-r05-dermalppe.spiral-site.com/

会場参加・Web参加のいずれかを選び、お申込み画⾯上の必要事項をご記⼊のうえ、送
信してください。申込受付メールが届きましたら、お申込み完了となります。
※受付は先着順となります。定員に達した場合には、申込期限より前に受付を終了する場合がありますの
で、ご了承ください。
会場参加の場合、申込受付メールを印刷のうえ、当⽇受付にてお渡しください。
資料は開催⽇の前⽇までに厚⽣労働省のウェブサイトに掲載される予定です（会場での配布は⾏いませ
ん)。また、会場には無料Wi-Fi設備や開場前の待合室はございませんので、ご了承ください。
◆個⼈情報の取り扱い
本講習会にお申込みされた⽅々の個⼈情報は、みずほリサーチ＆テクノロジーズ㈱が定めるプライバシーポリシーに則り、

適切な保護措置を講じ、厳重に管理します。

会場へのアクセス
TKP ガーデンシティ新⼤阪 ⼤阪市淀川区宮原4-1-4 KDX新⼤阪ビル
JR 新⼤阪駅 北⼝ 徒歩5分
⼤阪メトロ御堂筋線 新⼤阪駅 4番出⼝ 徒歩2分

https://www.kashikaigishitsu.net/facilitys/gc-shinosaka/access/

お問い合わせ
令和5年度 厚⽣労働省「⽪膚障害等防⽌⽤保護具の適切な選択に係る普及・啓発事業」事務局
みずほリサーチ＆テクノロジーズ株式会社 サステナビリティコンサルティング第2部
E-mail : env_risk_seminar@mizuho-rt.co.jp
TEL: 03-5281-5491（受付時間［平⽇］10時〜17時） 担当︓福⼭、堀、庭野、後藤
※テレワーク推進中につき、極⼒電⼦メールでのお問い合わせをお願い申し上げます。

以下のお申込み⽤ホームページより、令和5年6⽉28⽇17:00までにお申込みください。
（本意⾒交換会は、厚⽣労働省からの事業委託を受けて、みずほリサーチ＆テクノロジーズ㈱が実施します。）


